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鳥取県知財総合支援窓口

検索知的財産、まるごと解決
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鳥取県発明協会

「灯りの小路」：智頭宿雪まつり
(鳥取県八頭郡智頭町)



≪知財総合支援窓口運営業務≫（独立行政法人工業所有権情報・研修館(INPIT)請負事業）

月 日 時 間 場 所 知 財 専 門 家

3月 2日 (木) 13：00～16：00 鳥取県産業振興機構内 福田弁理士

3月 9日 (木) 13：00～16：00 鳥取県産業振興機構内 中西弁理士

3月１4日 (火) 13：00～16：00 鳥取県産業振興機構西部支部２階 田中弁理士

3月１6日 (木) 13：00～16：00 鳥取県産業振興機構内 舩曵弁理士

3月２3日 (木) 13：00～16：00 鳥取県産業振興機構内 西村弁護士

3月２８日 (火) 13：00～16：00 米子市立図書館 舩曵弁理士

E-mail
http://torimado.com/

お申し込み連絡先 鳥取県知財総合支援窓口

■T E L    東部窓口：０８５７-５２-５８９４

■E-mail：torimado@toriton.or.jp 

≪ 知財総合支援窓口の電話が話し中の場合は下記におかけ直しください。≫

一般社団法人鳥取県発明協会 ０８５７－５２－６７２８
公益財団法人鳥取県産業振興機構 ０８５７－５２－６７２２

月　　日 会場(予約・問合せ先電話) 名　称 時　期

3月8日 (水) 境港商工会議所  (TEL：0859-44-1111) 毎月第2水曜日（13:00～16:00）

3月15日 (水) 米子商工会議所  (TEL：0859-22-5131) 毎月第3水曜日（13:00～16:00）

3月  3日 (金)

3月17日 (金)

倉吉商工会議所  (TEL：0858-22-2191)

倉吉市立図書館  (TEL：0858-47-1183)
※耐震工事のため会場が変更となります

毎月第1・3金曜日（13:00～16:00）

(月2回開催に変更)

3月14日 (火) 鳥取県立図書館  (TEL：0857-26-8155) 毎月第2火曜日（13:00～16:00）

3月  7日 (火)

3月22日 (水)
倉吉市立図書館  (TEL：0858-47-1183)

毎月第1・3火曜日（13:00～16:00）

(月2回開催に変更)

3月28日 (火) 米子市立図書館  (TEL：0859-22-2612)
毎月第4火曜日（13:00～16:00）

※1/24弁理士駐在日の代替

特許相談会 毎月第3火曜日（10:30～16:30）

特許等無料相談会

鳥取商工会議所 中小企業相談所     (TEL : 0857-32-8005)

28 4 (13:00 16:00)

西部窓口：０８５９-３０-３７２５
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( )

平成２９年１月２６日（木）中国地域知的財産戦略本部、中国経
済産業局主催の中小企業向け知的財産セミナー『模倣品はピンチ？
困った？いや、チャンスと捉えて商品力を上げよう！』が開催され
ました。

これまで多くの中小企業を支援してきた弁理士を講師に招き、
ケーススタディ形式のセミナーが開催されました。

この中で、模倣品の発生原因として、

【鳥取県知財総合支援窓口
の紹介をする田渕知財コーディネーター】

【溝口国際特許事務所 溝口督生弁理士】
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このたび鳥取県内の企業、大学および公設試等がそれぞれ
保有し、技術移転を希望している特許を集めたシーズ集
『使ってみたい鳥取県版特許集２０１7』を発刊いたしました。

掲載内容の照会、特許集の送付希望等がありましたら、
下記までご連絡ください。

また、『使ってみたい鳥取県版特許集』は下記のホーム
ページで、常時公開しておりますのでご覧ください。
（2017年版は３月中旬から公開予定です）

◆鳥取県産業振興機構ホームページ
＜http://www.toriton.or.jp/~tokkyo-shu/＞

公益財団法人 鳥取県産業振興機構
知的所有権センター 担当：上田
TEL:0857-52-6722
FAX:0857-52-6674
E-mail：chizai@toriton.or.jp 

①市場で販売されることで他社が模倣を行うケース

②共同開発、下請け発注、図面や金型納入から相手企業
を起点として、商品情報が流れるケース

が紹介され、中小企業の場合、ケース②が非常に多く、秘
密保持契約による対応が重要であることが紹介されました。

セミナー終了後、鳥取県知財総合支援窓口を紹介する時間を頂き、当支援窓口による支援
概況や支援体制をお知らせしました。当支援窓口では、上記のような模倣品対策に有効な
秘密保持契約についても支援しますので、積極的なご利用をお待ちしています。



特許庁からのお知らせ１

平成29年1月1日以降、受理官庁としての日本国特許庁（RO/JP）に対し、オンラインで
PCT国際出願をするために利用可能なソフトウェアは、インターネット出願ソフトのみとなりました。
（PCT-SAFEによる出願の受付は平成28年12月31日に終了しました。）

【インターネット出願ソフト(PCT-RO国際出願機能)の特徴】
・特許庁が提供するソフトウェアです。
・平成28年10月2日に受付を開始したVer.[i2.80]以降は、英語での出願にも対応しています。
・PCT-RO国際出願機能だけでなく、国内出願機能等も備わっています。
・使用可能な電子証明書は各認証局が発行するファイル形式（PKCS#12）
及びICカード形式（PKCS#11）の電子証明書の2種類の電子証明書が利用できます。

（OSにより利用できる電子証明書の種類が異なりますのでご注意ください。）
・インターネット出願ソフトは「電子出願ソフトサポートサイト」から入手してください。

( http://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/ )

▽詳細は、以下のＨＰをご覧ください。▽
https://www.jpo.go.jp/tetuzuki/t_tokkyo/shutsugan/pctapplicationsoft.htm

特許庁からのお知らせ２

～特許審査基準を熟知して、出願準備開始！～

「特許の審査基準のポイント」のお知らせ

「特許の審査基準のポイント」の資料が、提供されましたのでお知らせいたします。

【特許の審査基準及び審査の運用】の主な項目
１．審査基準とは
２．新規性・進歩性
３．拡大先願、先願
４．記載要件
５．補正
６．分割

なお、最新の審査基準等は、以下のページでご確認ください。
・特許・実用新案審査基準
http://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/tukujitu_kijun.htm

・特許・実用新案審査ハンドブック
http://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/handbook_shinsa.htm

▽詳細は、以下のＨＰをご覧ください。▽
http://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/tokkyo_shinsakijyun_point.htm

「PCT国際出願のインターネット出願用ソフトウェアについて」のお知らせ
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地方発明表彰は、各地方における発明の奨励・育成を図り、科学技術の向上と地域産業
の振興に寄与することを目的として大正１０年に創設されたものです。全国を８地方に分
け、各地方において優秀な発明・考案・意匠を完成された方々、発明等の実施化に尽力さ
れた方々、発明等の指導・奨励・育成に貢献された方々の功績を称え表彰しております。

平成２９年度、中国地方発明表彰式は鳥取県にて開催されます。

詳細は同封しています募集要項、または鳥取県発明協会へご連絡・
ご確認のうえ、応募してください。

【募集要項の概要】
・締切・・・・・平成２９年３月３１日（金）鳥取県発明協会必着
・表彰・・・・・◇特別賞（文部科学大臣賞、特許庁長官賞、中小企業庁長官賞

経済産業局長賞、発明協会会長賞、日本弁理士会会長賞、
知事賞 等）

◇発明奨励賞 他
・表彰式・・・・平成２９年１０月２７日（金） 会場：ホテルモナーク鳥取

・発明、考案、意匠については、次のすべての要件を満たしていること。
(1) 応募案件が特許、実用新案登録又は意匠登録されており、平成２９年１２月末日時点におい

て権利が存続していること。
(2) 発明、考案においては、進歩性に優れ、かつ実施効果が顕著で科学技術の向上及び地域産業の

発展に寄与していると認められること。
(3) 意匠においては、製品化され、広く一般に利用されて産業の発展、生活文化の向上に大きく寄

与し、さらに形状、機能など構成要素が極めて優れており、新しい意匠の潮流を形成している
と認められること。

(4) 応募時において係争関係にない、若しくは係争が終了していること。

・応募者等の資格
(1) 応募者は、日本国内における当該発明等の権利を有すること。
(2) 応募案件の発明者、考案者又は創作者は、日本国籍を有するか、又は当該発明等を日本国内に

おいて完成させ、上記１．に掲げる本表彰の趣旨に適合すると発明協会が認めた者であること。
(3) 応募案件の発明等で、発明協会主催の全国発明表彰あるいは本表彰を受賞していないこと。
(4) 当該発明等に関する同一の業績により過去に叙勲・国家褒章を受章していないこと。

・応募方法
応募にあたっては、所定の地方発明表彰調査表に記入要領に従って必要事項を記入し、必要書類

を添付の上、正１通、副３通（正の写し）の計４通を鳥取県発明協会宛に提出してください。
なお、調査表その他の応募書類は一切返却しません。また、調査表に記載された事項は審査にの

み用いられ、第三者に提供、開示等することはありません。（ただし、受賞者発表時における発明
の名称、発明者の氏名、企業名、所属部署名等の公表は除きます。）

調査表は(公社)発明協会ホームページ(http://koueki.jiii.or.jp/)からダウンロード又は、
鳥取県発明協会までご請求ください。

・応募の注意
(1)平成５年改正法の登録実用新案（平成６年１月１日施行）については、応募書類に技術評価書

を添付してください。
(2)関連発明（考案、意匠）の発明者（考案者、創作者）は、本表彰の対象とはなりません。
(3)同一発明者等が、本表彰に同時に複数応募することはできません。

689-1112 7-5-1
0857-52-6728 FAX 0857-52-6674 E-mail hatsu@toriton.or.jp

H29年度

鳥取県
にて開催！
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外国の特許等の年金支払い手続きについて、代理人を通さず自分で手続きを
行いたいのですが、可能でしょうか？

国によっては、現地代理人が必要な場合もありますし、中小企業が各
国の手続きを理解して自分で手続きを行うことはハードルが高いように
思います。
外国年金管理会社を使うのが一般的なようです。

本文及び知的財産権についてのご相談は、
お気軽に『知財総合支援窓口』まで
電話：０８５７－５２－５８９４

外国年金の場合、国により現地代理人が必要であったり、翻訳の問題などもあり、大手
企業であっても直接現地納付している場合は少なく、外国年金管理会社を使うのが一般的
です。特に、中小企業が各国の手続きを理解して自分で手続きを行うのはハードルが高い
ものです。

安く管理してくれる外国年金管理会社を探す方が手っ取り早いと思われます。
外国年金管理会社としては、全世界的な規模で運営している会社が３～４社あります。
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「統計に見る知財の活用状況」

特許流通コーディネーター 上田 等

 立春も過ぎ暦の上ではもう春。昔からカマキリが高い所に卵を産んだ年とか、赤イカの大漁の年は大雪とか

言われ、昨年は陸と海で両現象があったと聞き大雪を覚悟していたが、年末年始も暖かく、センター試験の時

も大寒波で大雪になると天気予報でも騒がれたが、山陰は思ったほどの雪は降らず、今年も除雪機は使わず終

えるかなと思っていた矢先に今回の大雪。５年ぶりの大雪で、またもや長時間の立ち往生が発生し全国版で放

送された。場所は違うが5年前の教訓が生かされず同じ事態に陥った。新聞では、除雪に対する苦情が殺到

したとの報と一方で除雪が上手い兵庫県の紹介があり、除雪も技術の伝承があるとあった。鳥取より雪の多い

県は多くあるが、同じ徹を踏んだ県は無いのではないか、天気予報技術も向上している昨今何たる失態。作業

される方の苦労も大変とは思いますが、結果が全ての仕事は、空振り覚悟の対応が必要で事が起きなかったら

幸いと思わなければならないと思う次第である。 

 

 話はかわり昨年から世界では、色々な事が起きている。国民投票の怖さがしめされたイギリスのEU離脱と

EU各国の右傾化、韓国大統領の弾劾裁判、そしてポピュリズムで台頭し保護主義へと逆行するアメリカ大統

領の誕生。その結果、終末時計が昨年から３０秒進められ、残り２分30秒となったと報じられた。なんとな

く心配な動きであるが、いずれも民主主義の国民判断によるものである。 

トランプ大統領の発言が日米間の貿易摩擦再燃とも騒がれるが、日本経済新聞社によると、日本の貿易構造

が返還点を迎えており、年間10兆円を超えていた自動車や電機、素材のような製造業を中心とするモノの貿

易はかつての勢いがない。対照的に、特許など知的財産の使用料として日本が得る金額は直近の2年はとも

に２兆円を超え、リーマンショック以前の3倍になった。自動車メーカーは海外で生産・販売して現地子会

社からの発明の対価や配当を受けるモデルへ構造転換を進めている。また、同新聞では、国際特許の出願数や

使用料収入では、日本は米国に次ぐ規模を誇り、1億ドルの研究費が生む国際特許の出願数は日本は２３件と

世界でトップ。しかし、研究投資がどれだけ特許使用料収入を生むかの比率をみると、オランダやイスラエル

に大きく差を付けられており、日本の発明力は「質より量」の傾向があり投資対効果で首位のオランダは、医

薬品や IT関連の付加価値の高い分野で効率的に稼いでいる。また、各国の研究費は誰が負担しているかを見

ると、日本の場合は全体の8割弱を企業が負担し、米国は６０％弱、欧州は５０％強で、政府の負担率に大

きな違いがあるのと、海外からの投資の差が大きいと報じられていた。 

 では国内の状況に目を向け特許行政年次報告書（平成２７年知的財産活動報告書）によると、知財活動費用

は２０１４年度で年間８１００億円、代表的な業種の知財活動費を表１に示す。日本を代表している電気機械

製造業が知財に関し費用をかけていることが分かる。 

 

表１ 業種別の知財活動費（１社当たりの平均値） 

 標本数 
平均知財活動費（百万円） 

合計 出願費 補償費 人件費 その他 

電気機械製造業 ２９３ ６３２ ４０１ １０ ９９ ７９ 

業務用機械機器製造業 １０７ ３１３ ２１３ ７ ６６ ２７ 

輸送用機械製造業 １３７ ３００ ２１６ ５ ７７ １９ 

鉄鋼・非鉄金属製造業 ６２ ２６１ １８９ ４ ６１ １４ 
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医薬品製造業 ８２ ２４４ １３２ ２ ５６ ５３ 

機械製造業 １８２ １７５ １２９ ３ ３５ １２ 

教育/TLO・公的研究機関 ２４７ ８０ ４２ ４ ２４ １２ 

情報通信業 １０８ ４８ ２１ １ １５ １１ 

建設業 １２５ ４８ ２３ ２ １７ ３ 

金属製品製造業 １２２ ４３ ２９ １ １１ １ 

全    体 ２,９６４ １７０ １１１ ３ ３６ １８ 

＊補償費：企業等の定める補償制度（職務発明等、発明者等に支払った補償費） 

 

 また、特許出願件数に対する特許登録件数の推移をみると２００１年には３０％であったものが、２０

１１年には５０％（２０１６年５月の暫定値）まで向上している。また、表２の業種別の特許権所有件数

とその利用率をみると全体では半分の４９％、一番利用率が高い業種は業務用機械機器製造業で６７％、

逆に一番利用率が低い業種は教育・TLO/公的研究機関の２０％である。 

 

表２ 業種別の特許権保有件数と利用率 

 
対象数 

国内特許保有件数 

（件） 
利用率 

業務用機械機器製造業 ７８８ １７６，５４４ ６７．０ 

電気機械製造業 １，９８０ ２９６，４０５ ５９．１ 

建設業 ２，２４８ ５３，２９８ ５０．７ 

輸送用機械製造業 ５８６ １６８，５７０ ３９．８ 

鉄鋼・非鉄金属製造業 ３７９ ６８，７６１ ３５．３ 

教育/TLO・公的研究機関 ８４４ ５４，８２３ １９．６ 

全    体 ５７，６５７ １，６１６，４７２ ４８．９ 

  

統計年度により数値が異なるかも知れないが、大雑把に見ると年間出願件数３０数万の約２５％が利用さ

れていることになり、年間８０００億円の費用の内２０００億円分が活用され、この結果が海外からの使

用料として数兆円を稼いでいることになるが世界的にはまだ少ないとの結果。 

 一方、国内全企業数の９９．７％を占める中小企業の知的財産活動状況を見ると２０１５年特許出願件

数は３６，０００件（全体の１４％）、実用新案登録出願件数は２，７３３件（全体の５２．４％）、意匠

登録出願件数は８，４６７件（全体の３４．２％）、商標登録出願件数は６４，２４１件（全体の４９．

５％）、PCT国際出願件数は３，６９３件（全体の８．６％）、商標の国際登録出願件数（マドプロ）は、

１，０８３件（全体の５０．５％）となっており、出願費用の少ない知財で権利保護をしていることが分

かる。海外進出に伴い、安定的に事業を実施するため外国出願は必要と考えているが、出願を断念した経

験のある企業は５４％で、その理由の８９％が費用が高額であるとなっている。 

政府は、中小企業の国内外での知財活用は不十分で、政府全体として中小企業の知財戦略強化に向けた

取り組みを加速とあり、支援強化の一つとして知財総合支援窓口の機能強化ならびに外国出願補助などが

あります。微力ながら「使ってみたい鳥取県版特許集」も3月には2017年度版を発行いたします。その

他支援もありますので、知財に関して判らない事、相談事があれば気軽に相談ください。 
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一般社団法人鳥取県発明協会 ☎ 0857-52-6728 E-Mail   hatsu@toriton.or.jp

鳥取県発明協会の会員様は
発明推進協会発行の書籍が２０％ＯＦＦになります。

人気の知財エッセーが一冊になりました

特許情報分析と
パテントマップ作成入門
改訂版

ブラジルは歴史的に日本とつながりが深い国ですが、知的財産の
面では周知度が高いとはいえない国の一つです。それはポルトガ
ル語が日本にはなじんでいなかったためかもしれません。 本書
は、日本語によるブラジル特許制度の本格的解説書です。基本的
事項から特許権取得の手続きまで出願人の立場で説明しています。

特許情報分析のベストセラー！待望のリニューアル!!

2,400 2,592

2,592 2,592

2,5922,592

A5 376
3,240 350

最新の基準出ました!

知財実務者だけではなく企画担当者・研究開発者にいたるまで、
全ての人に役立つ情報満載! 特許情報を事業戦略・R&D戦略および
知財戦略へ生かすための戦略論の基礎・情報分析のデザインから
MS Excelを用いたパテントマップ作成のテクニック、そしてパテ
ントマップの読み解き方まで幅広く網羅しています。

注目される電気分野での明細書の書き方とは？ 法改正に対応した改訂版!

知財文化論

A5 288 3,240
350

人間は創造力を鍛え、文化と歴史を積み重ねる・・。人間が作り出す
様々な文化を、元特許庁の審判官・審査官で弁理士、作曲家、マルチメ
ディア・アーティストとして活躍中の著者が、時代や洋の東西を超えて、
独自の視点で論じます。2005年より月刊「発明」と月刊「技術と経済」の
2誌にわたって約12年間連載したエッセーに加筆した136篇。あらゆる知
財の話が満載です。

競争力を高める
電気系特許明細書の書き方

A5 536
3,240 350

昨年上梓した「特許リエゾン」は技術分野を特定しない一般的なものでし
たが、本書は電気技術がターゲットです。電気分野は、1990年代のソフト
ウエア、2000年代のいわゆるビジネス特許、現在の国際標準化とネット
ワークの普及に関する対応する技術等、開発技術が目まぐるしく変わってい
る分野です。本書は、より広く強い権利が取得できるように、出願人に提案
するノウハウを公開するものです。

ブラジル特許を理解するために!

出願人のための

ブラジル特許制度

A5 312
3,240 350

日米欧中に対応した
特許出願戦略と審査対応実務
改訂版

A5 286
3,240 300

日本における主要な特許出願国としては、米国、欧州、中国が挙げら
れますが、本書では、日米欧中の明細書作成のプラクティスの相違を配
慮し、日本語の段階で対応できる標準化された明細書の作成について解
説しています。
米国、欧州、中国で特許出願を行う際の相違点を明確にし、その留意すべ
き手続きについても解説し、かつ、最近の法改正等にも対応した改訂版
です。

本書は、平成28年12月12日公布の商標法施行規則別表の一部改正に対応
し、また商品及び役務についての表示の明確化を行い、国際分類表に掲載の
商品又は役務を参考表示として掲載しています。それぞれの商品又は役務に
英語表示が加わり、国際出願への対応が容易になるような大改訂が行われた
最新の基準です。検索に便利な索引がついています。

類似商品・役務審査基準
国際分類第11-2017版対応

A4 880 3,000
460
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※詳細は公報にてご確認ください。
※公報の送付をご希望の方は、鳥取県発明協会（0857-52-6728）まで
申し込んでください。
（価格・・会員：1枚 21円、会員外：1枚 32円＋送料）

( 9 )

出願人氏名 発明の名称 公報番号 出願番号 出願日

株式会社セラフィム 植物由来ミネラルの製造方法及び該方法で製造した植物由来ミネラル 2017-000121 2015-120571 2015/6/15

国立大学法人鳥取大学 芳香族転換反応用触媒及び芳香族炭化水素の製造方法 2017-006875 2015-126836 2015/6/24

国立大学法人鳥取大学 吸着装置及び分析装置 2017-015625 2015-134523 2015/7/3

国立大学法人鳥取大学 使い捨ておむつ 2017-018656 2016-188395 2016/9/27

三洋テクノソリューションズ鳥取株式会社 加熱調理器 2017-009182 2015-124449 2015/6/22

竹内　保久 湯温制御装置及び湯温制御方法 2017-009258 2015-128364 2015/6/26

長尾　尚道 水封蓋を施したコンポスト、生塵入れ器、 2017-006895 2015-138144 2015/6/23

鳥取県 飛翔性害虫捕獲装置 2017-006125 2016-125392 2016/6/24

藤森産業機械株式会社 生ごみ処理装置 2017-006900 2015-240737 2015/12/10

日中東北物産有限会社 コンテナ 2017-001726 2015-119903 2015/6/15

友田セーリング株式会社 過熱蒸気を用いた加熱調理機および加熱調理方法 2017-020780 2016-134960 2016/7/7

国立大学法人鳥取大学 新規の脱分化誘導方法を用いた多能性幹細胞化 WO2014/097875 2014-553063 2013/12/2

浪花　由記博 移乗介助装置 登-03208304 2016-004904 2016/10/11

株式会社海産物のきむらや フコイダンを含有する止血促進剤 特-06059578 2013-068438 2013/3/28

気高電機株式会社 乾燥用ドーム及びこの乾燥用ドームを備えた温風乾燥装置 特-06066173 2012-233061 2012/10/22

鳥取県 ガラスからの重金属の分離方法 特-06061291 2012-248553 2012/11/12

有限会社ホームケア渡部建築 車椅子のフットサポート用アタッチメント 特-06058721 2015-052283 2015/3/16

有限会社河島農具製作所 人工芝生清掃車 特-06060446 2014-173450 2014/8/28

商標権者 文字商標 出願番号

ブリリアントアソシエイツ株式会社 ピンクわさび、桜葵美 2016- 45705 第３０類

株式会社ＦＰブレーン 貯金予報 2016- 68036 第３６類

株式会社Ｋ＆Ｓコーポレーション 注文分譲 2016- 10667 第３６類

文村　権彦 未来ファ－ム 2016- 71689 第３５類

山陰信販株式会社 ＲＥＢＯＮ 2016- 72633 第３６類

株式会社米子青果 金の小槌 2016- 61454

株式会社米子青果 金 2016- 61455

株式会社米子青果 こがねわらべ 2016- 61456 第２９類

三朝温泉旅館協同組合 ラヂムリエ 2016- 70074

株式会社きさらぎ 綿木染、わたぎぞめ 2016- 57953 第２４類

株式会社ホクニチ 大山物語 2016- 63855 第２９類

有限会社木村屋 加茂川地蔵 2016- 56399 第３０類

株式会社旺方トレーディング ＵＳＥＤＦＡＲＭＭＡＣＨＩＮＥ・ＣＯＭ 2016- 70415 第３５類

川下　早苗 砂丘コ－ヒ－ 2016- 62709 第３０類

福原　あつ子 因幡茶屋ＴＥＯ 2016- 60362 第４３類

福原　あつ子 テ－オ、因幡茶屋ＴＥＯ、ＩＮＡＢＡＪＹＡＹＡＴＥＯ 2016- 60363 第４３類

有限会社柏木商会 寝ごころちゃん 2016- 58163 第２５類

第２９類・第３０類

第２９類・第３０類

第１６類・第４１類

◆特許公報目次・実用新案登録公報目次◆

◆商標出願状況◆

指定商品又は指定役務
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鳥取県発明協会会員向けサービスのご案内

●サービス名・・・・「つきいち検索サービス」(無料・希望者のみ)

●サービスの概要・・ご希望のキーワード群（最大３群）を登録していただき、前１ヶ月間に

登録・公開になった公報を特許情報プラットフォーム(J-Plat-Pat)を

使用して検索した結果（リストのみ）を毎月1回無料で送付します。

●その他・・・・・ 本サービスは会員外は有料（3,000円/年間・ｷｰﾜｰﾄﾞ群）

公報全文の送付は有料（会員21円／枚、会員外32円／枚）

●当協会ホームページにバナー広告を掲載いたします。(希望される法人会員のみ)

～入会(会員)及びサービスの詳細は下記お問合せ・お申し込み先までご連絡ください～

鳥取県発明協会協賛会員募集のお知らせ

特に、次代を担う青少年の創造性豊かな人間形成を図ることを目的として行っている事業に対しご賛同
いただける方に、協賛会員という形で事業運営にご協力をお願いしています。（ただし、協賛会員は社員総会
での議決権はありません。）

≪会員特典≫
①協会主催の青少年向け啓発イベント及び発明教室等の優先案内

②協会が主催する青少年向け啓発イベント及び発明教室における参加費

及び材料費の減免又は免除

（この特典は、会員本人及び父母、祖父母又は子、孫に適用する）

③協賛会員の希望による青少年向けニュース及び会報誌の無料配布

≪年会費≫
一口 ３，０００円 （何口でもご加入いただけます）

≪申し込み方法≫
下記お問合せ・お申し込み先までご連絡ください。

■お問合せ・お申し込み先■

一般社団法人鳥取県発明協会
〒689-1112 鳥取市若葉台南７丁目5番1号
電話：0857-52-6728、FAX：0857-52-6674

E-mail:hatsu@toriton.or.jp


